














































































































































































































































































































































































































































































































至 堕 竺 竺
貸借対照表計上の金融資産
　現金等価物　　　　　　　　　　　　　　245，Oo0　5，0　　　7．500　6．5
　投資有価証券　　　　　　　　　　　　560．000　5，5　ユ，630．000　6．C
　貸付金，リース債権，その他受取勘定　　3，055．900　9．O　ユ，ユ68，200　ユO．O
　その他資産
　　金融資産合計　　　　　　　　　　3，860，900　聰　2，805．700　7．6
貸借対照表計上の金融債務
　預金　　　　　　　　　　　　　　　（卑，928，000）　6．O　（1，945，600）　6．3
　借入金　　　　　　　　　　　　　　　（126，900）　7．5　　（101，000）　6．3
　長期債務　　　　　　　　　　　　　　（ユ00，000）　6，O　　（100，000）　6－3
　その他負債
　　金融債務合計　　　　　　　　　　（5，154，900）　6，O　（2，146，600）　坐
優先株【任意】．　　　　　　　　　　　　（5C，000）　砺
貸借対照表計上外金融項目
　金利スワップ　　　　　　　　　　　　　800，OO0　　6．4
　通貨スワップ及び先物
　オペレーティング・リース債務
　　合　計（純額）　　　　　　（544，000）　　　659，100
　　累計額　　　　　　　　　（544，000）　　　ユ15，ユ00
※会社全体としての金利ポジションに対し影響を与えると考慮したので優先株も含めた。
注配
a．期間と金利一圃定金利商晶は各商晶毎の支払期日のある期闘に計上し．変動金利（float1㎎）
　　　　　　　る期聞に計上している。金利は分類した期間に支払期目または条件変更日が到来
b．計上除外金融簡晶一含計からは商晶在庫としての金融資産・債務が除外されている。ローン枠
　　　　　　　　　　力の発生等があれば相当額の利率の変動が発生するものも除外されている血
c．変動利付商晶一変動利付貸付金32，655，000が91日以内の期間に含まれている。変動金利は通常
　　　　　　　　イント上の変動金利ローン＄50C，COOでカバーしており，それは9ユ日以内の期聞
d．金利ポジションー明細表に示した金利は一目のものでしかない。市場の金利見通しの変わる毎に
60
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金利の開示例
訂日または満期日までの期聞の実’効利率の明細
6ユ
（単位＄0CO）
【任　　　　　　　　意】
1年経過後
5年以内
竺　竺
5年経過後
竺　竺
　6．000　　　6．8　　　　　　1．500　　　6．0
833．500　　　6．3　　　　746．000　　　　6．5
440．900　　　11．0　　　　414．300　　　12．O
　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
小　計
垂　竺
無利息　　合計
竺 垂
260．000　　　　5．1　　　　559．100　　　　　819．100
3，769．500　6．1　　　－　3，769．500
5，079．300　　　9，6　　　　　23，？O0　　　5，l03，000
　　　　－　　　　　　　　　　　100．000　　　　　100，000
1，280．400　7．9　1，16ユ，80C　8，5　9，108．800　7．9　682．800　9，79ユ，600
（120，700）　6．5　（39，300）　7，0
　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
（500，000）　6．5　　　一
　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
（7，033，600）　6，1（ユ，互40，700）（8，474，300）
　（227，900）　7．0　　　一　　（227，900）
　（700，000）　8．O　　　一　　（700，000）
　　　　一　　　　（105，300）　（105，300）
（620，700）埜　（39，30C）聰（7，961・500）坐（1，546・COC）（9，507・500）
　　　　　　　　　　　　　　一　　　　（50，000）　9．2　　　　　（50，000）
（300，000）　　　（500，000）
く49，800）　　　　　（49，800）
359，700
474，800
622．500　　　　　　　　　1，097，300
1，C97，300　　　　　　　　　ユ，C97，300
（913，000）　184，300
184．300　　　　　　184，300
もしくは金利調整の定められている商晶㈱」ustable－rate）についてはマーケソト・レートヘの変更日のあ
する全金融商晶の加重平均をもっで計上している。
　及びその他オプション等偶発性のあるもの，即ち，会社または取引相手先の権利の行使，取引条件の効
LIBOR＋一定率で定められる。加算一定率は1－3．5％の聞で定められる竈銀行は現行レートより50ポ
に含まれている咀
直ちに変動し得るし，また現に変動している。上に示した各期間の中でも著しい変動も起こりうる。
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　契約上の金利改訂または満期日とは，金融商品または金融商品の一部捌・〕契
約条件にしたがって利率が市場金利に修正されるが故に利率があらかじめ設定
された水準でなくなるために金利改訂されるか，（b〕満期になる最短の日をいう。
たとえば，金利8％で額面発行された社債が発行後5年以降満期日までの金利
をプライム・レートに応じて設定し直すとすれば，5年後が金利改訂日となる。
　実態価格とは，契約のもとで交換されるべき金融商品の金額である。実効利
率とは，貸借対照表日から金利改訂日までの現金収支の流列および金利改訂日
での予想帳簿価額の正味現在価値を決定するために用いられると，帳簿価額ま
たは実態価格をもたらす利率であり，金利改訂日までの利回りである。これは
貸借対照表目から金利改訂日までの内部利益率でもある。
　将来の現金収支の情報のほかに金利に関する情報の開示を公開草案が要求し
ているのは，現金収支に関する情報が流動性リスクを評価するのに役立つのに
対し，金利に関する惰報は金融商品の利益に及ほす影響を明らかにし，金利と
他の市場リスクおよぴ可能性を評価するのに役立つと考えられるからであるω。
　（2）開示方法
　直近貸借対照表日より（・）1年以内，lb）1年経過後5年以内およぴ・）5年経過
後の各日に契約上の金利改訂または満期日が到来する利付金融商品の簿価また
は実態価格を開示するべきである。事業体の保有金融資産または負債の過半数
が一つの期問に集中しているような場合には，特に上記の期聞を細分すること
が奨励される。金利に関する開示は，個々の金融商晶別または加重平均を使用
して，それぞれの金融商品の種類の総計を開示するべきである。また，記述方
式，図表方式またはこれらの組み合わせのいずれの方式を用いてもよい㈱。
　記述方式による開示例をあげると次のようになる。
　　19x7隼ユ2月3ユ日，当社は次の特質を持つ社債を額面で購入した。
　　　　額面　　　　　　　100，000ドル
　　　　クーポン・レート　　最初の7年間は7％，19Y1年1月まで毎年
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　　　　　　　　　　　　　！％増加，その後プライム・レートに毎年修正
　　　満期　　　　　　　　ユ9Y7年12月31日
　　　利息支払　　　　　　年末1回
表形式により開示例を示すと表4のようになん
　5　市場価値に関する情報
　貸借対照表に認識されていないオフ・バランス・シートとなっている金融資
産・負債についての市場価値惰報はきわめて有用な尺度である。また認識され
ている金融資産・負債についても現在市場価格以外の金額がその帳簿価額と
なっている場合には，市場価値情報は金融資産・負債の評価のための関連情報
であるといえる。そこで，公開草案はすべての金融資産・負債について，金融
資産・負債の種類別にその市場価値を財務諸表の本体または付属注記で開示す
ることを要求した㈱。
　市場価値の決定方法であるが，取引所の相場がある場合には，その相場が市
場価値決定に用いられるべきである。相場がない場合には，金融資産または金
融負債の市場価値の見積りが用いられるべきである。この場合，見積りに用い
た方法および重要な仮定の説明が開示されねばならない㈱。
　ある特定の金融商品（またはある種類内の商品のグループ）の市場価値が決
定または見積不能な場合，次の事項を開示すべきである㈱。
　（・）市場価値が決定または見積不能である理由
　（b〕帳簿価額，金利，満期日および金融商品または商品のグループの価値に
　　関するその他の特徴
　公開草案では次のような開示例を示してい乱
　金融資産および金融負債の市場価値は次の通り。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ9xg　　　　　　19x8
　　資　産：
　　　貸付金　　　　　　　　　＄XXX　＄XXX
　　　投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　XXX　　　XXX
　　負　債：
　　　手形債務およびC　P債務　　　　　　　　　　　　xxx　　　xxx
　　　長期債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　XXX　　　XXX
　　貸借対照表未認識項目
　　　金利スワップ
　　　受取額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　XXX　　　XXX
　　　支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（XXX）　　（XXX）
　市場価値は取引所の相場に基づいているかまたは類似の金融商品に対する
金利に基づいている。上記のデータには，簿価が19x9宰で＄xx，19x8年で
＄XXであるが，市場価値が〔　〕の理由で見積もることができない貸付金
は除外されている。金利スワップの市場価値は，現行市場利率で受取額・支
払額を決済するとした場合の見積コストに基づいていん受取ポジションに
ある金利スワップの市場価値は与信リスクの最大限度額をも表している。上
記の表からは受取債権およぴ支払債務は除かれてい糺これらの帳簿価額は
正味実現（決済）価額で示されているが，それは市場価値に近似する㈱。
皿　公開草案「金融商品の開示」1987年に対する反応
　すべての金融商晶について，信用リスク，将来の現金収支情報，金利情報お
よぴ市場価値情報の開示を求めた公開草案は，多くの反応を多方面から引き起
こした。コメント・レターは465通㈹にも及んだ。その内訳をみると，銀行か
らのコメントが196通，産業界からは177通，公認会計士からは69通，証券から
は8通，学界からは4通，政府からは5通，法律関係からは1通，その他が5
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通となっており，銀行からの関心の高さがそのコメント・レターの数に示され
ている。
　コメント・レターの中には学界人であるビーバーからの全面的に公開草案を
支持するレタ」仙も一部あったが，多くのものは公開草案に対し再検討を促す
ものであった。コメント・レターの内容は多岐にわたっているが，比較的多く
のレターが指摘していた公開草案に対するコメントは次の通りであ私
（1）信用リスクの開示に関するコメント
（2）将来の現金収支情報に関するコメント
（3〕市場価値情報に関するコメント
（4）その他
（5）コメントの結論：適用金融商品の範囲
　1　信用リスクの開示に関するコメント
　信用リスクについて，公開草案は（1）信用リスクの上限，可能性が合理的であ
る信用損失，および可能性が大きい信用損失の開示，および2〕信用リスクの集
中の開示を求めている。このうち，信用リスクの上隈および可能性が合理的で
ある信用リスクの開示について批判が集中している。
　信用リスクの上限は金融商晶の相手が契約にしたがって完全に履行しないで，
それに対する担保または保全措置が事業体にとって無価値であると判明した場
合に事業体が蒙る損失額である。財務諸表に計上されている金融商品について
は，この額は財務諸表から明かであり，これを開示することの意味が乏しい。
また信用リスクの上限は金融商品の相手が契約にしたがって完全に履行しない
ということとそれに対する担保が事業体にとって無価値であると判明したとき
という二つの条件が満たされたときに蒙る損失額であるが，継続企業にとって
このような額を開示することがいかなる意味をもつのか問題であるといえるし，
情報の利用者にかえって誤解を与えるものであるという指摘がなされた。
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　可能性が合理的である信用損失の開示要求には多くの疑問が呈されている。
公開草案でいうところの可能性が合理的である信用損失とは将来発生する可能
性はあるが貸借対照表日現在存在しない損失であり，可能性が大きい信用損失
がすでに発生したかまたは合理的に見積り可能である信用損失を意味している
のに比べるときわめて主観的であり，その金額は悉意的とならざるを得ない。
この額をいったい会計士はどのように監査することができるのであろうか。こ
のような情報の開示は惰報の利用者の誤解をいたずらに招くだけではないので
はないかというコメントが多数寄せられたのである。
　2　将来の現金収支椚靱こ関するコメント
　金融商品からの将来の現金収支に関する情報の開示を公開草案が要求したの
は，利害関係者が流動性リスクを評価するのを援助することにあっれここで
問題となっている流動性は個々の金融商品の流動性ではなく全体としての事業
体の流動性である。その目的のために金融蘭晶の現金収支情報を開示すること
がどれだけ役立つか疑問であるとのコメントが寄せられれ事業体の流動性は
事業体のもつ商品販売力に関係するので，この惰報を欠落させて単に金融商晶
からの現金収支情報を開示しても利害関係者にかえって誤解を招くだけである
という理由からである。
　また現金収支に関する情報は，発生主義会計を採用している現代会計からは
自動的に得られない情報であるため，多くの事業体はもしこの情報の開示を要
求されるとこれまでと違ったシステムを新たに構築しなければならない等きわ
めて多くのコストを要することになるが，それに見合うだけの便益があるか疑
問が呈されたのである。
3　市珊価値椚靱こ関するコメント
公開草案はすべての金融資産・負債について，金融資産・負債の種類別にそ
66
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の市場価値を開示することを要求しているが，これに対しコメントの多くは，
（1）客観的に決定できる額が欠如している場合には市場価値の開示は強制される
べきではないこと，（2）金融商品を満期まで保有する意図をもたない場合，事業
体が負債を償還する意図と能カをもつ場合には，市場価値情報は有用であるが
そうでない場合にはたとえ市場価値があるとしても，市場価値の開示は誤解を
招くもので，不適切であることを指摘している。
　4　その他のコメント
金利惰報の開示については，公開金融機関の場合これに類似する惰報はすで
にSECの産業指針3「銀行持株会社による統計開示」により開示が要求され
ている。従って，公開草案で要求される金利情報はこの情報の開示により代替
されることを望むコメントが銀行界から出されている。
　5　＝1メントの結詮：適用籟囲の要請
　銀行や会計士事務所は個々の問題について詳細なコメントを述べているが，
結論として適用される金融商品の範囲を限定すべきであるとしているのが目に
つく。全米銀行協会はいくつかの論点についてコメントおよび勧告をした後に，
結論として次のように述べている。
　「……開示はオフ・バランス・シート金融商品に限定されるべきであり，銀
行のバランス・シート上のすべての金融商品に拡張されるべきではない。商業
銀行のオン・バランス・シート金融商晶についてはすでに十分に開示がなされ
ている幽。……」
　また，六大会計士事務所の一つであるPeat　Marwickはコメント・レターの
最初に結論を次のように述べている。
　「われわれは開示の改善がオフ・バランス・シート金融商晶について必要で
あることに同意する。われわれはまた新金融商品の増大と複雑性の増加により，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67
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現在の一般に認められた会計原則の再評価，およびすべての金融商品について
の認識・測定および開示のための新しい会計指針の形成が必要であることに同
意する。しかしながら，オン・バランス・シート金融商晶およびオフ・バラン
ス・シート金融商晶の両方についての開示を求める審議会の提案の範囲と詳細
には同意しない。それはコストの点で正当化されないからである。審議会はこ
のプロジェクトの認識および測定面について検討中であるが，財務諸表の利用
者は審議会の提案した諸表で要求される多大な情報よりもオフ・バランス・
シート金融商品についての明瞭にして簡潔な開示からより多くの便益を引き出
すものとわれわれは信じる㈱。」
（以下次号）
注ω　小林靖弘・清水正俊著「スワップ取引」ユ986年有斐閣pp．17－18
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